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１ 計画策定の趣旨 

この計画は、性別に関係なく、それぞれの持つ個性や能力、価値観を認め合い、家庭・

地域・職場など社会のあらゆる場面で共に支え合いながら安心して暮らせる社会の実現を

目指し、男女共同参画社会を実現することを目的とし策定するものです。 

 

２ 基本理念 

 1999 年（平成 11 年）に制定された「男女共同参画社会基本法」において、男女共同参

画社会の形成とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」と定義さ

れています。 

 町の施策は、地域における町民生活に対して密接な関わりをもつことから、「男女共同参

画社会基本法」の趣旨を尊重しつつ、男女共同参画の視点に立って、21 世紀における豊か

な活力ある地域社会の創造を目指すことが重要となっています。 

 町民一人ひとりがお互いを尊重し合い、個人の能力と個性を発揮しながら、自分らしく

多様な生き方を可能にする男女共同参画社会を目指して、基本理念を次のとおり定めます。 

 

 

 

 

3 計画の性格 

この計画は、1999 年（平成 11 年）に制定された男女共同参画社会基本法第 14 条第 3 項

に基づき、階上町が男女共同参画を推進するための計画です。また、「階上町総合振興計画」

や、「あおもり男女共同参画プラン」との整合性を図りながら、女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律第 6 条第 2 項に基づく女性活躍推進計画として位置付け、男女共同

参画社会の形成に関して総合的かつ計画的に講ずべき施策について体系化し、今後の方向

性を定めていくものです。 

 

4 計画の期間 

この計画の期間は、2022 年度（令和 4 年度）から 2031 年度（令和 13 年度）までの 10

年間とします。また、計画の期間中であっても国内外の状況や社会情勢の変化などを考慮

し、必要に応じて見直しを行います。 

基本理念 
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5 計画の体系 

基本理念   …基本目標…   …重点目標…  …施策の方向… 

        ①男女共同参画の視点に沿った男女
の役割分担、制度・慣行・習慣の
見直し 

②広報、啓発活動の充実 
     

         

        ①学校、地域、職場における学習機
会の充実 

②教育現場における男女平等教育の
推進 

③生涯学習活動における男女共同参
画に関する学習機会の充実 

    

        

       ①各種審議会等の委員への女性の登
用 

②女性職員の職域拡大及び管理職
（役職等）への登用 

③地域づくりリーダーなど女性の人
材の養成 

  

        

       ①男女の均等な雇用機会と待遇の推
進 

②行政、事業所、団体などにおける
女性の登用と職域の拡大 

③農林水産業などにおける、女性の
経営や運営への積極的な参画の推
進 

④男女共同参画の視点に立った職場
環境の整備 

    

        

       ①男女共同参画による地域活動の推
進 

②家庭生活における男女共同参画の
推進 

③生涯学習の充実 

   

        

       ①家事・育児・介護への両立に関す
る啓発促進及び男性の参画促進 

②多様な子育て支援の充実 
③福祉・介護体制（サービス）の充
実 

④女性の多様な生き方への理解促進 
⑤ひとり親家庭への支援の充実 

  

        

       ①生涯を通じた健康づくりの推進 
②心身の健康への支援体制の充実   

        

       ①あらゆる暴力を許さない社会意識
の醸成 

②相談体制の充実 
③DV 対策の推進 

  

         

        ①町が作成する広報・刊行物等にお
ける性差別につながらない表現の
推進 

   

男女共同参画の視点に

立った意識改革 
男女共同参画

社会に向けた

意識づくり 

男女がともに

参画できる環

境づくり 

多様な選択を可能にす

る教育・学習機会の充

実 

家庭・地域における男

女共同参画の推進 

施策・方針決定過程へ

の女性の参画促進 

生涯を通じた男女の健

康支援 

仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バラン

ス）の推進 男女がともに

いきいきと暮

らせる環境づ

くり 

性別によるあらゆる人

権侵害の根絶 

男女共同参画の視点に

立った表現の推進 

男女がともに

人権を尊重す

る環境づくり 

職場における男女共同

参画の推進 

 



 

 
 

3 

基本目標 1 男女共同参画社会に向けた意識づくり 

 

基本方針 

一人ひとりの人権が尊重され、男女が対等なパートナーとして、自らの意志により社

会のあらゆる分野に参画し、ともに責任を担う男女共同参画社会※1の実現が求められて

います。 

しかし、性別による固定的な役割分担※2に基づく意識が依然として残っており、リー

ダーや役員等の役割には男性が、家事・育児・介護などの家庭生活や地域活動等の役割

には女性が中心となって担っている現状が多く見られます。 

そのため、家庭や地域などのあらゆる分野で、また、子どもから高齢者までのあらゆ

る世代で、「性別にとらわれない一人ひとりの個性を尊重する」意識づくりを行うこと

が重要です。また、学校教育・社会教育において、基本的人権を尊重する教育、男女平

等の教育を推進し、男女が対等な立場であらゆる分野に参画するための意識づくりを目

指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

男女共同参画社会に
向けた意識づくり 

男女共同参画の視点に立った意識改革 

多様な選択を可能にする教育・学習機会の充実 

 
「男は仕事、女は家庭」のように、性

別によって適した役割や能力、活動する

分野があり、それを分担し合うのが自然

だとする固定観念をいいます。 

※2 性別による固定的役割分担 

 
男女が社会の対等な構成員として、自

らの意思によって社会のあらゆる分野に

おける活動に参画する機会が確保され、

男女が均等に政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を受けることができ、また、

ともに責任を担う社会のことをいいま

す。 

※1 男女共同参画社会 
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■■重重点点目目標標 11    男男女女共共同同参参画画のの視視点点にに立立っったた意意識識改改革革  

性別や世代にとらわれない男女の多様な活動イメージを社会に浸透させるため、男女

共同参画に関する啓発事業や町民が学習できる機会の提供を通して、家庭や地域などあ

らゆる分野における男女共同参画の意識の向上を図るとともに、男女共同参画に関する

広報・啓発に積極的に取り組み、意識の向上を図ります。 

 

［施策の方向］ 

①男女共同参画の視点に沿った男女の役割分担、制度・慣行・習慣の見直し 

②広報、啓発活動の充実 

 

■■重重点点目目標標２２    多多様様なな選選択択をを可可能能ににすするる教教育育・・学学習習機機会会のの充充実実  

男女平等についての価値観や意識は、幼少期や学校、家庭、地域の中で次第に培われ

ていくものであることから、生涯の各時期や地域、職場など、男女共同参画に関する教

育・学習の機会や情報を提供することが必要です。 

 

［施策の方向］ 

①学校、地域、職場における学習機会の充実 

②教育現場における男女平等教育の推進 

③生涯学習活動における男女共同参画に関する学習機会の充実 
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基本目標２ 男女がともに参画できる環境づくり 

 

基本方針 

我が国の社会情勢は、少子高齢化、高度情報化、地方分権など大きな転換期を迎えて

おり、まちづくりにおいてもこれらを踏まえた新たな視点での取組が必要となっていま

す。 

安全で快適な地域社会を築いていくためには、様々な世代の男女が共にそれぞれの視

点から参画し、価値観を反映させていくことが不可欠です。 

このような状況を踏まえ、いまだに根強く残る固定的な性別による役割分担の意識を

見直し、政治や経済の分野だけでなく日常生活などのあらゆる分野において、政策や方

針を決定する過程への女性の参画を推進し、男女が共に参画する地域づくりを目指しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

男女がともに参画
できる環境づくり 

施策・方針決定過程への女性の参画促進 

職場における男女共同参画の推進 

家庭・地域における男女共同参画の推進 
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■■重重点点目目標標 11    施施策策・・方方針針決決定定過過程程へへのの女女性性のの参参画画促促進進  

議会議員や審議会委員、管理職など政策・方針決定過程への女性の参画は、男女共同

参画社会実現に向けた社会システムづくりの根幹をなすものです。 

あらゆる分野への女性の参画が拡大するよう、女性のエンパワーメント※支援が必要

です。 

 

［施策の方向］ 

①各種審議会等の委員への女性の登用 

②女性職員の職域拡大及び管理職（役職等）への登用 

③地域づくりリーダーなど女性の人材の養成 

 

 

 

 

■■重重点点目目標標２２    職職場場ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進  

女性が働くにあたって、その能力を高め、十分に能力を発揮できる環境をつくること

は、女性だけではなく、活力ある社会を形成するためにも重要です。 

性別に関わりなく、個人の能力に基づいた雇用環境と、働く女性が子どもを産み育て

ることができる環境の整備が必要です。 

 

［施策の方向］ 

①男女の均等な雇用機会と待遇の推進 

②行政、事業所、団体などにおける女性の登用と職域の拡大 

③農林水産業などにおける、女性の経営や運営への積極的な参画の推進 

④男女共同参画の視点に立った職場環境の整備 

 

■■重重点点目目標標３３    家家庭庭・・地地域域ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進  

 ボランティアや環境保護、自治会など、生活に関わりの深い地域活動に男女が共に問

題意識を持ち、積極的に参画することが強く求められています。 

 

［施策の方向］ 

①男女共同参画による地域活動の推進 

②家庭生活における男女共同参画の推進 

③生涯学習の充実 

 
女性が自らの意思と能力を高め、家庭や地域、職場などあらゆる分野で、政治

的、経済的、社会的、文化的に力をつけること、及びそうした力を持った主体的
な存在となり、力を発揮し、行動していくことをいいます。 

※ 女性のエンパワーメント 
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基本目標３ 男女がともにいきいきと暮らせる環境づくり 

 

基本方針 

社会環境の変化や価値観の多様化に伴い、人々の暮らし方や生き方は、これまでにな

く選択肢が広がりました。また、結婚や家族に対する意識が変化し、離婚の増加や結婚

によらない家族などもみられます。このようなことから、不利益を被らない社会の仕組

みを構築するとともに、様々な困難を抱える人を支援する環境が必要とされています。 

また、いきいきといつまでも男女がともに暮らしていくためには、心身ともに健康に

生きることができる環境の整備が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

男女がともにいきいき
と暮らせる環境づくり 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
の推進 

生涯を通じた男女の健康支援 
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■■重重点点目目標標 11    仕仕事事とと生生活活のの調調和和（（ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンスス））のの推推進進  

仕事は暮らしを支え、生きがいや喜びをもたらします。同時に、家事・育児、近隣と

のお付き合いなどの生活も暮らしには欠かすことのできないものであり、その充実があ

ってこそ人生の生きがい、喜びは倍増します（内閣府：「ワーク・ライフ・バランス憲

章」より）。 

男女一人ひとりの生き方が多様化する中で、男女がともに家族としての責任を担い、

また、社会がこれを支援していくことが重要となっています。 

そのため、性別に関わらず職業生活や地域生活、家庭生活を両立でき、安心して育児

や介護などができる環境の整備が必要です。これまでの働き方や生活を見直し、職場・

家庭・地域のバランスのとれた生き方への支援が求められています。 

子どもを健やかに育てるためには、子育ての孤立化や不安の解消を図るための多様な

支援が必要です。家庭のあり方も多様化し、ひとり親家庭にあっても安心して暮らすこ

とができるよう支援するとともに、自立への支援が必要です。 

 

［施策の方向］ 

①家事・育児・介護への両立に関する啓発促進及び男性の参画促進 

②多様な子育て支援の充実 

③福祉・介護体制（サービス）の充実 

④女性の多様な生き方への理解促進 

⑤ひとり親家庭への支援の充実 

 

■■重重点点目目標標２２    生生涯涯をを通通じじたた男男女女のの健健康康支支援援  

女性と男性が互いの身体的な特質を理解し合い、尊重しつつ、生涯にわたって心身と

もに健康に生きることができる環境を整えることが必要です。 

 「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ※」の考えを普及させるとともに、生涯の各時

期に応じた健康の保持・増進を推進するための支援が必要です。 

 

［施策の方向］ 

①生涯を通じた女性の健康づくりの推進 

②心身の健康への支援体制の充実 

 

 

 

 

 
個人、特に女性が生涯にわたって、主体的に自らの身体と健康の保持増進と自己決定を

図ること、そのための身体的・精神的・社会的な諸権利が基本的人権として保障されるこ

とをいいます。中心課題には、いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安全で満

足のいく性関係、安全な妊娠、出産、子どもが生まれ育つことなどが含まれています。 

※ リプロダクティブ・ヘルス／ライツ 
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基本目標４ 男女がともに人権を尊重する環境づくり 

 

基本方針 

ドメスティック・バイオレンス※1やセクシュアル・ハラスメント※2、パワーハラスメ

ント※3などの暴力は、人権を直接に侵害するものであり、被害者に深刻な影響を与え、

平和な社会を脅かすものです。被害者に対する支援体制を充実させ、女性に対する暴力

を許さない環境づくりを進めるとともに、男女の人権が推進される社会の形成に努めま

す。 

 また、メディアが発信する情報は、人々の意識や行動に大きな影響を与えます。行政

から発信する様々な情報も男女共同参画の視点に立ち、差別につながる表現や情報を改

善するなど情報発信における男女共同参画を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

性別によるあらゆる人権侵害の根絶 
男女がともに人権を
尊重する環境づくり 

男女共同参画の視点に立った表現の推進 

 
いわゆる「セクハラ」、性的嫌がらせをいいます。相手の意

に反した性的な発言や行動、例えば身体への不必要な接触、

性的関係の強要、性的な噂の流布、性的な冗談やからかいな

ど、様々なものが含まれます。性と人格の尊厳を損ない、意

欲や能力の発揮を妨げ、良好な人間関係の形成を阻害する行

為であることを正しく認識する必要があります。 

※2 セクシュアル・ハラスメント 

 
パートナーからの暴力をいう。広義では女性、子ども、高

齢者、障がい者など家庭内弱者への「継続的な身体的虐待、

心理的虐待、基本的なニーズのはく奪、性的虐待」を指す。

単に殴る、蹴るなどの暴力のみならず、威嚇する、無視する、

行動を制限するなど心理的に苦痛を与えることも含まれま

す。 

※1 ドメスティック・バイオレンス 

 
同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係など

の職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精

神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為を

いいます。 

※3 パワーハラスメント 
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■■重重点点目目標標１１    性性別別にによよるるああららゆゆるる人人権権侵侵害害のの根根絶絶  

ドメスティック・バイオレンスや職場を中心としたセクシュアル・ハラスメント、パ

ワーハラスメントなどの暴力は、精神的・身体的苦痛を与え、個人の尊厳を害するとと

もに、男女平等の実現の妨げとなっており、これらの暴力の問題は、国際的にも重要な

課題として位置づけられています。 

DV やセクシュアル・ハラスメント、パワーハラスメント等を未然に防ぐための方策

や被害者の支援体制の確立等、人権侵害の根絶に向けた総合的な施策が求められます。 

また、関係機関との連携体制を確保し、安心して相談できる体制を確立する必要があ

ります。サポート体制についても広く周知し、被害者が何らかの相談を行うよう促す必

要があります。 

 

［施策の方向］ 

①あらゆる暴力を許さない社会意識の醸成 

②相談体制の充実 

③DV 対策の推進 

 

■■重重点点目目標標２２    男男女女共共同同参参画画のの視視点点にに立立っったた表表現現のの推推進進  

情報通信の高度化が進む中、メディアによってもたらされる情報が、人々の意識や行

動に及ぼす影響はますます大きくなっています。 

町が発行する広報紙をはじめ、様々な刊行物等についても、男女共同参画の視点に立

ち、性差別につながらない表現・情報提供に努めることが必要です。 

 

［施策の方向］ 

①町が作成する広報・刊行物等における性差別につながらない表現の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



○男女共同参画社会基本法 

(平成十一年六月二十三日) 

(法律第七十八号) 

第百四十五回通常国会 

小渕内閣 

改正 平成一一年七月一六日法律第一〇二号 

同一一年一二月二二日同第一六〇号 

男女共同参画社会基本法をここに公布する。 

男女共同参画社会基本法 

目次 

前文 

第一章 総則(第一条―第十二条) 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策(第十三条―第

二十条) 

第三章 男女共同参画会議(第二十一条―第二十八条) 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男

女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、

着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の

急速な変化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も

分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することがで

きる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国

社会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方

向を示し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形

成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対

応できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同



参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民

の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的

かつ計画的に推進することを目的とする。 

(定義) 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの

意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するた

め必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的

に提供することをいう。 

(男女の人権の尊重) 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられる

こと、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能

力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを

旨として、行われなければならない。 

(社会における制度又は慣行についての配慮) 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、

性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択

に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻

害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行

が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なも

のとするように配慮されなければならない。 

(政策等の立案及び決定への共同参画) 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国

若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び

決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければ

ならない。 

(家庭生活における活動と他の活動の両立) 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社



会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動につ

いて家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を

行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

(国際的協調) 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係

を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下

に行われなければならない。 

(国の責務) 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成について

の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策(積極的改善措置を含む。以下同じ。)を総合的に策定

し、及び実施する責務を有する。 

(地方公共団体の責務) 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促

進に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特

性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

(国民の責務) 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野におい

て、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めな

ければならない。 

(法制上の措置等) 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するた

め必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

(年次報告等) 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が

講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出し

なければならない。 

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して

講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした

文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

(男女共同参画基本計画) 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ



計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な

計画(以下「男女共同参画基本計画」という。)を定めなければならない。 

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画

の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、

男女共同参画基本計画を公表しなければならない。 

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

(平一一法一六〇・一部改正) 

(都道府県男女共同参画計画等) 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区

域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画(以下「都道府県男女共同参画計画」という。)を定めなければならない。 

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、

当該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策につ

いての基本的な計画(以下「市町村男女共同参画計画」という。)を定めるよ

うに努めなければならない。 

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画

計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

(施策の策定等に当たっての配慮) 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと

認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の

形成に配慮しなければならない。 



(国民の理解を深めるための措置) 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国

民の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 

(苦情の処理等) 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦

情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同

参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害

者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

(調査研究) 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼ

す影響に関する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

(国際的協調のための措置) 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、

外国政府又は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関す

る国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努

めるものとする。 

(地方公共団体及び民間の団体に対する支援) 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動

を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるもの

とする。 

第三章 男女共同参画会議 

(平一一法一〇二・全改) 

(設置) 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議(以下「会議」という。)を置く。 

(平一一法一〇二・全改) 

(所掌事務) 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理す

ること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、



男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び

重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況

を監視し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査

し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意

見を述べること。 

(平一一法一〇二・全改) 

(組織) 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議長) 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

2 議長は、会務を総理する。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議員) 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣

総理大臣が任命する者 

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であっ

てはならない。 

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定

する議員の総数の十分の四未満であってはならない。 

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議員の任期) 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の

議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

(平一一法一〇二・全改) 

(資料提出の要求等) 



第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるとき

は、関係行政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提

出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前

項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

(平一一法一〇二・全改) 

(政令への委任) 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員そ

の他会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

(平一一法一〇二・全改) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

(男女共同参画審議会設置法の廃止) 

第二条 男女共同参画審議会設置法(平成九年法律第七号)は、廃止する。 

(経過措置) 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法(以下「旧審議会

設置法」という。)第一条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第二

十一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存続する

ものとする。 

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命さ

れた男女共同参画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第二十

三条第一項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみなす。こ

の場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第二項

の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第四条第二項の規定によ

り任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期

間とする。 

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定めら

れた男女共同参画審議会の会長である者又は同条第三項の規定により指名さ

れた委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第一項

の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第三項の規定により審

議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。 

附 則 (平成一一年七月一六日法律第一〇二号) 抄 



(施行期日) 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律(平成十一年法律第八十八

号)の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

(施行の日＝平成一三年一月六日) 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八

条並びに第三十条の規定 公布の日 

(委員等の任期に関する経過措置) 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その

他の機関の会長、委員その他の職員である者(任期の定めのない者を除く。)

の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規

定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

(別に定める経過措置) 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い

必要となる経過措置は、別に法律で定める。 

―――――――――― 

○中央省庁等改革関係法施行法(平成一一法律一六〇)抄 

(処分、申請等に関する経過措置) 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法律(以下「改革関係法等」と総

称する。)の施行前に法令の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認

可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定めが

あるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の

相当規定に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定

その他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

2 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してさ

れている申請、届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、

改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づい

て、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

3 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、

提出その他の手続をしなければならないとされている事項で、改革関係法等



の施行の日前にその手続がされていないものについては、法令に別段の定め

があるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行

後の法令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他

の手続をしなければならないとされた事項についてその手続がされていない

ものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用する。 

(政令への委任) 

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条

まで並びに中央省庁等改革関係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行

に関し必要な経過措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、政令で定める。 

附 則 (平成一一年一二月二二日法律第一六〇号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律(第二条及び第三条を除く。)は、平成十三年一月六日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

一 第九百九十五条(核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

の一部を改正する法律附則の改正規定に係る部分に限る。)、第千三百五条、

第千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第

千三百四十四条の規定 公布の日 

―――――――――― 

 



○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

(平成二十七年九月四日) 

(法律第六十四号) 

第百八十九回通常国会 

第三次安倍内閣 

改正 平成二九年三月三一日法律第一四号 

令和元年六月五日同第二四号 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律をここに公布する。 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

目次 

第一章 総則(第一条―第四条) 

第二章 基本方針等(第五条・第六条) 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針(第七条) 

第二節 一般事業主行動計画等(第八条―第十八条) 

第三節 特定事業主行動計画(第十九条) 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表(第二十条・第二十一条) 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置(第二十二

条―第二十九条) 

第五章 雑則(第三十条―第三十三条) 

第六章 罰則(第三十四条―第三十九条) 

附則 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もう

とする女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍するこ

と(以下「女性の職業生活における活躍」という。)が一層重要となっている

ことに鑑み、男女共同参画社会基本法(平成十一年法律第七十八号)の基本理

念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則

を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、

基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活における

活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速



な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対

応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

(基本原則) 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る

男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営

もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更そ

の他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性

別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活

における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮

できるようにすることを旨として、行われなければならない。 

2 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、

出産、育児、介護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職する

ことが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏

まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援

の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし

ての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境

の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可

能となることを旨として、行われなければならない。 

3 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生

活との両立に関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意され

なければならない。 

(国及び地方公共団体の責務) 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の

推進についての基本原則(次条及び第五条第一項において「基本原則」とい

う。)にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を

策定し、及びこれを実施しなければならない。 

(事業主の責務) 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする

女性労働者に対する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者

の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、

国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策に協力しなければならない。 



第二章 基本方針等 

(基本方針) 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策を総合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活

躍の推進に関する基本方針(以下「基本方針」という。)を定めなければなら

ない。 

2 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に

関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事

項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する

事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要

事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するた

めに必要な事項 

3 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならな

い。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、

基本方針を公表しなければならない。 

5 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

(都道府県推進計画等) 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女

性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画(以下この条

において「都道府県推進計画」という。)を定めるよう努めるものとする。 

2 市町村は、基本方針(都道府県推進計画が定められているときは、基本方針

及び都道府県推進計画)を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業

生活における活躍の推進に関する施策についての計画(次項において「市町村

推進計画」という。)を定めるよう努めるものとする。 

3 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は



変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することがで

きるよう、基本方針に即して、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及

び第十九条第一項に規定する特定事業主行動計画(次項において「事業主行動

計画」と総称する。)の策定に関する指針(以下「事業主行動計画策定指針」

という。)を定めなければならない。 

2 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計

画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事

項 

3 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

(令元法二四・一部改正) 

第二節 一般事業主行動計画等 

(令元法二四・改称) 

(一般事業主行動計画の策定等) 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主(以下「一般事業主」という。)であ

って、常時雇用する労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策

定指針に即して、一般事業主行動計画(一般事業主が実施する女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。)を定め、

厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

2 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しよ

うとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内

容及びその実施時期 



3 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しよ

うとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占

める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理

的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業における女

性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘

案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第二号の目

標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務

年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性

労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

4 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更した

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるた

めの措置を講じなければならない。 

5 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更した

ときは、厚生労働省令で定めるところにより、これを公表しなければならな

い。 

6 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施す

るとともに、一般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなけ

ればならない。 

7 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業

主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で

定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。

これを変更したときも、同様とする。 

8 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又

は変更しようとする場合について、第四項から第六項までの規定は前項に規

定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、

それぞれ準用する。 

(基準に適合する一般事業主の認定) 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般

事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業

主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該

取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基

準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 



(認定一般事業主の表示等) 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主(以下「認定一般事業主」という。)は、

商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書

類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの(次項及び第十四条第一

項において「商品等」という。)に厚生労働大臣の定める表示を付することが

できる。 

2 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと

紛らわしい表示を付してはならない。 

(令元法二四・一部改正) 

(認定の取消し) 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当する

ときは、第九条の認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

(基準に適合する認定一般事業主の認定) 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省

令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の策定した一般事業主行動計画に

基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を達成した

こと、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

(昭和四十七年法律第百十三号)第十三条の二に規定する業務を担当する者及

び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

(平成三年法律第七十六号)第二十九条に規定する業務を担当する者を選任し

ていること、当該女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の

状況が特に優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合

するものである旨の認定を行うことができる。 

(令元法二四・追加) 

(特例認定一般事業主の特例等) 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主(以下「特例認定一般事業主」とい

う。)については、第八条第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

2 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくと

も一回、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況を公



表しなければならない。 

(令元法二四・追加) 

(特例認定一般事業主の表示等) 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める表示を付す

ることができる。 

2 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 

(令元法二四・追加) 

(特例認定一般事業主の認定の取消し) 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当

するときは、第十二条の認定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反し

たとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

(令元法二四・追加) 

(委託募集の特例等) 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主(一般事業主であっ

て、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次

項において同じ。)が、当該承認中小事業主団体をして女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようと

する場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとする

ときは、職業安定法(昭和二十二年法律第百四十一号)第三十六条第一項及び

第三項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

2 この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同

組合連合会その他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会で

あって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は

間接の構成員とするもの(厚生労働省令で定める要件に該当するものに限

る。)のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を

行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援

助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行っ



たものをいう。 

3 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくな

ったと認めるときは、同項の承認を取り消すことができる。 

4 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、

厚生労働省令で定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他

の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に

届け出なければならない。 

5 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合

について、同法第五条の三第一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第

四十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条の二、第四十八条の三第一

項、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は

前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四

十条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対す

る報酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項にお

いて準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用

する。この場合において、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行おう

とする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第

十六条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」

と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は

期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

6 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の規定の適用については、

同法第三十六条第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働

者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与えようとする」

と、同法第四十二条の三中「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成二十七年法律第六

十四号)第十六条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」

とする。 

7 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施

状況について報告を求めることができる。 

(平二九法一四・一部改正、令元法二四・旧第十二条繰下・一部改正) 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募

集に従事する承認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査

研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法につい



て指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

(令元法二四・旧第十三条繰下) 

(一般事業主に対する国の援助) 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計

画を策定しようとする一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事

業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又

は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その他の

援助の実施に努めるものとする。 

(令元法二四・旧第十四条繰下) 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で

定めるもの(以下「特定事業主」という。)は、政令で定めるところにより、

事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計画(特定事業主が実施す

る女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以

下この条において同じ。)を定めなければならない。 

2 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しよ

うとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内

容及びその実施時期 

3 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、

内閣府令で定めるところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男

女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める

女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活における

活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために

改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めな

ければならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用す

る職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、

勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用

いて定量的に定めなければならない。 

4 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを職員に周知させるための措置を講じなければならない。 



5 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

6 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実

施の状況を公表しなければならない。 

7 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定

事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

(令元法二四・旧第十五条繰下) 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

(一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表) 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、

その事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定

期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関す

る機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の

整備に関する実績 

2 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業

における女性の職業生活における活躍に関する前項各号に掲げる情報の少な

くともいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければならない。 

(令元法二四・旧第十六条繰下・一部改正) 

(特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表) 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における

女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなけ

ればならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会

の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整

備に関する実績 

(令元法二四・旧第十七条繰下・一部改正) 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 



(職業指導等の措置等) 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、

職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

2 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置

と相まって、職業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の

関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他

の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

3 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切

に実施することができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委

託することができる。 

4 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事してい

た者は、正当な理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

(令元法二四・旧第十八条繰下) 

(財政上の措置等) 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体

の施策を支援するために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努め

るものとする。 

(令元法二四・旧第十九条繰下) 

(国等からの受注機会の増大) 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び

公庫等(沖縄振興開発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人

であって政令で定めるものをいう。)の役務又は物件の調達に関し、予算の適

正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主その他の女性

の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主(次項において「認定一般事

業主等」という。)の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものと

する。 

2 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大

その他の必要な施策を実施するように努めるものとする。 

(令元法二四・旧第二十条繰下・一部改正) 

(啓発活動) 



第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進につ

いて、国民の関心と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓

発活動を行うものとする。 

(令元法二四・旧第二十一条繰下) 

(情報の収集、整理及び提供) 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資する

よう、国内外における女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関

する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

(令元法二四・旧第二十二条繰下) 

(協議会) 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の

推進に関する事務及び事業を行う国及び地方公共団体の機関(以下この条に

おいて「関係機関」という。)は、第二十二条第一項の規定により国が講ずる

措置及び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その

他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、

当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的

かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会(以

下「協議会」という。)を組織することができる。 

2 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第二十二

条第三項の規定による事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた

者を協議会の構成員として加えるものとする。 

3 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲

げる者を構成員として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

4 協議会は、関係機関及び前二項の構成員(以下この項において「関係機関等」

という。)が相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推

進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域

の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組について協

議を行うものとする。 

5 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところ

により、その旨を公表しなければならない。 



(令元法二四・旧第二十三条繰下・一部改正) 

(秘密保持義務) 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、

正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

(令元法二四・旧第二十四条繰下) 

(協議会の定める事項) 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な

事項は、協議会が定める。 

(令元法二四・旧第二十五条繰下) 

第五章 雑則 

(報告の徴収並びに助言、指導及び勧告) 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、

第八条第一項に規定する一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一

般事業主である同条第七項に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又

は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

(令元法二四・旧第二十六条繰下・一部改正) 

(公表) 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定による公表をせず、若し

くは虚偽の公表をした第八条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第二

項に規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若しくは特例認定

一般事業主である第八条第七項に規定する一般事業主に対し、前条の規定に

よる勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかったと

きは、その旨を公表することができる。 

(令元法二四・追加) 

(権限の委任) 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第十五条、第十六条、第

三十条及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めると

ころにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

(令元法二四・旧第二十七条繰下・一部改正) 

(政令への委任) 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項

は、政令で定める。 

(令元法二四・旧第二十八条繰下) 



第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の

規定による業務の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一

年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

(令元法二四・旧第二十九条繰下・一部改正) 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万

円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

(令元法二四・旧第三十条繰下・一部改正) 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万

円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した

者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定に

よる指示に従わなかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の

規定に違反した者 

(令元法二四・旧第三十一条繰下・一部改正) 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処す

る。 

一 第十条第二項(第十四条第二項において準用する場合を含む。)の規定に

違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定によ

る報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定によ

る立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して

答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十一条第一項の規定に

違反して秘密を漏らした者 

(平二九法一四・一部改正、令元法二四・旧第三十二条繰下・一部改正) 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務に関し、第三十四条、第三十六条又は前条の違



反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各

本条の罰金刑を科する。 

(令元法二四・旧第三十三条繰下・一部改正) 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、

二十万円以下の過料に処する。 

(令元法二四・旧第三十四条繰下・一部改正) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章(第七条を除く。)、

第五章(第二十八条を除く。)及び第六章(第三十条を除く。)の規定並びに附

則第五条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。 

(この法律の失効) 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。 

2 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事

務に関して知り得た秘密については、同条第四項の規定(同項に係る罰則を含

む。)は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を

有する。 

3 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密について

は、第二十八条の規定(同条に係る罰則を含む。)は、第一項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

4 この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、

第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

(令元法二四・一部改正) 

(政令への委任) 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

(検討) 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の

施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 (平成二九年三月三一日法律第一四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号



に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正規定及び附則第

三十五条の規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条第一項、第六十条の

二第四項、第七十六条第二項及び第七十九条の二並びに附則第十一条の二

第一項の改正規定並びに同条第三項の改正規定(「百分の五十を」を「百分

の八十を」に改める部分に限る。)、第四条の規定並びに第七条中育児・介

護休業法第五十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正規定並びに

附則第五条から第八条まで及び第十条の規定、附則第十三条中国家公務員

退職手当法(昭和二十八年法律第百八十二号)第十条第十項第五号の改正規

定、附則第十四条第二項及び第十七条の規定、附則第十八条(次号に掲げる

規定を除く。)の規定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律(昭和四十六年法律第六十八号)第三十八条第三項の改正規定(「第四条

第八項」を「第四条第九項」に改める部分に限る。)、附則第二十条中建設

労働者の雇用の改善等に関する法律(昭和五十一年法律第三十三号)第三十

条第一項の表第四条第八項の項、第三十二条の十一から第三十二条の十五

まで、第三十二条の十六第一項及び第五十一条の項及び第四十八条の三及

び第四十八条の四第一項の項の改正規定、附則第二十一条、第二十二条、

第二十六条から第二十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第三十三

条(次号に掲げる規定を除く。)の規定 平成三十年一月一日 

(罰則に関する経過措置) 

第三十四条 この法律(附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、当該規定)

の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

(その他の経過措置の政令への委任) 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置は、政令で定める。 

附 則 (令和元年六月五日法律第二四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

(令和元年政令第一七四号で令和二年六月一日から施行) 



一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律第四条の改正規定並びに次条及び附則第六条の規

定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政

令で定める日 

(令和元年政令第一七四号で令和四年四月一日から施行) 

(罰則に関する経過措置) 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従

前の例による。 

(政令への委任) 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措

置は、政令で定める。 

(検討) 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律に

よる改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めると

きは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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